
意見・要望・質問 応答など

本小委員会の議論は家庭用エアコンも対象に
含むか。現在の法体系はリサイクル法も含む
廃棄時を中心としているが、ＬＣＣＰのよう
にライフサイクルを考慮し、新たな法整備が
必要な事項まで踏み込んだ議論をするのか。
（奥委員）

フロン回収・破壊法はしっかりご議論いただ
き、変えるべきところがあれば検討したい。
施行状況が把握できていないところは調査し
ていきたい。家電リサイクル法などと関連す
る部分については、関係部局とよく相談し、
課題の整理等を進めたい。（事務局）

小委員会の検討にＣＦＣやＨＣＦＣは含まれ
るのか。資料２－１でもオゾン層破壊物質と
温室効果ガスが混同されており、しっかり整
理して欲しい。（小林委員）

ＣＦＣ、ＨＣＦＣも検討対象である。
ご指摘を踏まえて資料が分かりやすくなるよ
う再整理したい。（事務局）

途上国ではＣＦＣ等の排出が増加するはず。
ＣＤＭ化等の対策はこの小委員会の検討事項
に含めて欲しい。（大塚委員）

考慮はするが、メインは国内対策についてご
検討いただきたい。（事務局）

行政の積極的な指導は、業界内でも伝わって
いくため有意義。（目崎委員）

［説明で言及］

建設リサイクル法、廃棄物関連の情報を入手
するなど、行政内部での更なる連携が必要。
（目崎委員）

［説明で言及］

群馬県が他の自治体より進んでいることは何
か。（松野委員）

県下の業界団体に的確な指導者がいたことが
大きい。県もタイミング良くサポートでき
た。ＮＰＯ、住民等の現場の理解があるとう
まくいく。（群馬県目崎委員）

群馬県の建設業協会の中に解体業者はいる
か。その割合を把握されているか。（出野委
員）

解体業の登録を行っている業者の把握は可能
だと考えられるが、無登録業者は把握できな
い。（群馬県目崎委員）

解体業者への広報が重要であるが、効果的な
方法が定まっていない。一般的な講習や、解
体前の情報提供が必要。（出野委員）

悪質な業者は業界団体等に属しておらず、業
界の指導が届いていない。指導員制度により
現場への周知を行っている。（群馬県目崎委
員）

群馬県の講習会は十分との評価か。参加に対
するインセンティブはあるか。（永里委員）

講習会は、県下の回収業者登録数を考えると
十分と考えられる。インセンティブは特に設
けておらず、修了証を発行する程度。（群馬
県目崎委員）

第１回小委員会での委員からの意見・要望・質問について（案）

　○自治体の取組

１．小委員会における検討の範囲

２．フロン回収・破壊法の施行状況等

資料２
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意見・要望・質問 応答など

群馬県の回収量は全国的に見れば多くない。
理由や改善の方法はあるか。（浦野委員）

回収の全体像を把握できない状況。回収され
たフロンの量は把握できるが、そもそも廃棄
される場所を事前に把握することはできな
い。現在は指導員制度において法の周知を
図っている。建設リサイクル法の解体工事の
届出にて解体現場を把握しているが、提出が
工事の７日前となっており、立入に支障を来
している。（群馬県目崎委員）

みだり放出について、刑事罰があるにもかか
わらず事例はない。刑事罰が重すぎるのでは
ないか。行政指導等の行政処分であれば対応
できるのではないか。（飛原委員）

行政指導の方がやりやすい面はある。現状で
も回収業者登録の取消等の手段はある。（群
馬県目崎委員）

不法廃棄の摘発事例がないのは問題ではない
か。（西薗委員）

立件のためには悪意性や常習性を立証しなけ
ればならないことから、現実として難しい。
（群馬県目崎委員）

公益通報は罰則をもとにした情報でなければ
ならず、罰則が必要だと考えられたが、現場
をおさえることが必要などもあり、今後、行
政処分等をかませるような制度構築も考えら
れる。（浅岡委員）

［意見］

漏えいがゼロの機器をつくることは可能なの
か。（飛原委員）

漏えいがゼロの機器は物理的に不可能。点検
により尐なくすることはできると思う。（日
冷工岸本委員）

資料４スライド２６において、冷媒漏えいが
８割削減されたとのデータはどのようなもの
か。（松野委員）

あるメーカーが自社の出荷製品を追跡調査し
たもの。（日冷工岸本委員）

設備の管理登録、定期点検、補充量履歴の記
録等による効果の評価について、国のバック
アップが必要。（岸本委員資料）

［説明で言及］

設備の管理登録、定期点検、補充量履歴の記
録等の法制度化が必要。（岸本委員資料）

［説明で言及］

資料２－１スライド１９の使用時排出の４つ
の要因について、どのように調査したのか。
何が問題であったのか具体的にしてほしい。
（小林委員）

現場で実務を行っている者などにヒアリング
を行って整理したものである。より具体的な
事例を示すことは可能。（事務局）

漏えいの検出は可能か。（飛原委員）

フロン漏えいの検出は難しい。特に、スロー
リークを見つけるのは困難。冷却能力が落ち
た時点では相当漏れた状態であり遅い。早期
発見には点検や管理が必要。（日冷工岸本委
員）

３．冷媒フロン類の排出抑制（特に使用時排出対策）

　○罰則の適用

○機器設計・設置段階

○機器使用中段階
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意見・要望・質問 応答など

フロン機器の使用者を登録していくことはよ
いが、既存の機器への対応は難しいのではな
いか。（西薗委員）

バンク（既に市中にあるもの）対策は、まさ
に今後方策を検討すべき。（日冷工岸本委
員）

日冷工のガイドラインは家庭用エアコンも対
象となっているか。（奥委員）

ログブック、定期点検は求めていないが、設
計時等の配慮事項等は定めており、車載用以
外の冷凍空調機器はすべて対象。（日冷工岸
本委員）

日冷工のガイドラインによる定期点検や機器
の登録により、回収量はどの程度上がるか。
（大塚委員）

定期点検は廃棄時回収量の向上に直接結びつ
くものではない。機器の登録管理ができれば
ある程度効果が見込まれるが、定量的なデー
タはない。実効性を上げ、漏えい量をどこま
で下げることができるかが、今後の課題。
（日冷工岸本委員）

バンク対策では、どの事業場でフロンがどの
程度の量用いられているか、ＰＲＴＲ制度の
ように公開すべき。仮に日冷工のガイドライ
ンが法制度化されても、機器の登録等の情報
が、単に行政情報に留まっては効果が薄い。
（浅岡委員）

［意見］

都市ガス等プロパンには臭いが付けられてお
り、フロンで同様の措置をとることは可能
か。（浦野委員）

冷媒は機器内で循環しており、化学反応など
起こってしまうため臭いを付けるのは困難。
また、社会的影響も考慮し慎重に対応すべ
き。（日冷工岸本委員）

冷媒転換候補の可能性のある機器への設備更
新、新設等に対して、広範かつ積極的なイン
センティブの付与が必要。（岸本委員資料）

［説明で言及］

微燃性冷媒の動向調査、安全正当の評価、国
内他法規との整合の実現を官民協力して行う
べき。（岸本委員資料）

［説明で言及］

自然冷媒、低ＧＷＰ冷媒を用いた機器の開発
を官民協力して行うべき。（岸本委員資料）

［説明で言及］

米国、欧州、オーストラリア等ではハイドロ
カーボン等を冷媒として用いたエアコンが一
部普及としていると聞いている。
各国での使用、普及実態等の把握をしてほし
い。（浦野委員）

［要望］

ノンフロン製品等に対するインセンティブに
ついて、財源の目処はあるか。（飛原委員）

名案はないが、ノンフロン製品のように効果
があるものを普及させるには必要という趣旨
の提言。ユーザーは価格が高いものは買って
くれない。（日冷工岸本委員）

４．新冷媒の開発・ノンフロン化の促進
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意見・要望・質問 応答など

強制力のある制度をつくっても、悪意のある
者が逃げる道はたくさんできてしまう。税の
ような網羅的に対応する制度が必要。（西薗
委員）

現在、法体系は築かれているものの、フロン
は見えない等の問題もあり、善良な意識に
頼っていても回収率は上がらないと思われ
る。今後、ＢＡＵケースで４％を占めること
となり、ＣＤＭ等で手当てしなければならな
くなる費用は膨大。
現在の仕組みを尐しいじるのでなく、根本的
な対策が必要。フロン税、デポジット、ＥＰ
Ｒに基づく制度等の構築もありうる。（大塚
委員）

デポジットが難しいとの説明があったが、ど
ういう理由か。（大塚委員）

デポジットはできればいいと思うが、業界の
協力を得るのが難しいのではないかという意
味。（群馬県目崎委員）

国、群馬県の予算はどのくらいか。法執行の
ために巨額の予算を投じるのであれば、フロ
ンの買取制度を立ち上げる方が効果的ではな
いか。規制だけでなく支援も必要。（出野委
員）

指導員制度で４００万円程度、行程管理制度
の調査や、そもそも職員の経費等もある。
（群馬県目崎委員）

知財権が確立されていない途上国への技術協
力には注意が必要。民間企業では慎重とな
る。国家レベルで対応すべき。（永里委員）

［意見］

諸外国（途上国を含む。）のフロン等対策の
状況、排出量、取組等を教えて欲しい。（杉
山委員）

［要望］

経済的手法についても論点として整理してい
きたい。（事務局）

６．途上国における対策の促進

５．費用負担の在り方
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